
東北港湾協議会

－工業用地のご案内－－工業用地のご案内－
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―東北地方の臨海部で大きなビジネスチャンスを― 

 東北地方には、新たな産業の創出、既存産業の拡大を図るために必要な人材、資源等

の様々な条件が整っています。 

 なかでも、臨海部は海外諸国との貿易をはじめ、多くのビジネスチャンスにあふれて

おり、国際分業が進む近年、グローバルな企業活動を優位に展開できる環境にあります。

また、海上輸送の活用により、生産コストを削減することも可能です。 

 皆様の東北地方の臨海部への立地を心からお待ちしております。 

東東東北北北地地地方方方へへへののの立立立地地地のののメメメリリリッッットトト                     

 

 

 

 

 

 

 

臨臨臨海海海部部部へへへののの立立立地地地のののメメメリリリッッットトト   

 

 

●●●首首首都都都圏圏圏へへへののの良良良好好好なななアアアクククセセセスススととと少少少ななないいい渋渋渋滞滞滞（（（ＰＰＰ２２２）））   

●●●低低低廉廉廉ななな地地地価価価ととと物物物価価価（（（ＰＰＰ３３３）））   

●●●確確確保保保ががが容容容易易易ででで低低低廉廉廉ななな労労労働働働力力力（（（ＰＰＰ４４４）））   

●●●豊豊豊富富富ななな資資資源源源（（（ＰＰＰ４４４）））   

 

●●●世世世界界界とととつつつななながががるるる航航航路路路（（（ＰＰＰ５５５）））   

●●●低低低廉廉廉ななな輸輸輸送送送コココススストトト（（（ＰＰＰ５５５）））   

●●●高高高速速速道道道路路路へへへののの容容容易易易なななアアアクククセセセススス（（（ＰＰＰ６６６）））   

●●●広広広いいい用用用地地地ややや道道道路路路（（（ＰＰＰ６６６）））   

●●●豊豊豊富富富なななビビビジジジネネネスススチチチャャャンンンススス（（（ＰＰＰ７７７）））   

●●●港港港湾湾湾特特特有有有ののの支支支援援援制制制度度度（（（ＰＰＰ７７７）））   

内陸部に比べ広大な工業用地や広い道路の利用が可能です 

臨海部には多数の企業が立地していることから、多様なビジネスの展開が

可能です 

企業立地に対する支援制度に加え、港湾周辺への立地や施設整備、港湾利

用に対する支援制度の利用が可能です 

高速道路のインターチェンジまでの距離が内陸部に比べ短いことから、他

地域へのアクセスが容易です 

首都圏とのアクセスが改善されたこと、また、東北域内における渋滞が少な

いことから、東北域内外のスムーズな移動が可能です 

工業用地を他地域よりも安価で確保することが可能なほか、住宅地、農産物

やサービス等も安価なことから、生活の基盤を置くのにも適しています 

有効求人倍率が他地域に比べて低く、また、平均月間給与も全国平均を下回る

ことから、豊富な労働力を比較的低い賃金で確保することが可能です 

水資源、農林水産資源、鉱物資源等が豊富なことから、様々な企業活動への

利用が可能です 

海上輸送を行う際、港湾までの陸送距離が短縮されることから、輸送コス

トの大幅な削減が可能です 

コンテナ航路等の活用により海外諸国と直結したビジネスが可能です 
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東東東北北北地地地方方方へへへののの立立立地地地のののメメメリリリッッットトト   
 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

首首首都都都圏圏圏へへへののの良良良好好好なななアアアクククセセセスススととと少少少ななないいい渋渋渋滞滞滞   

（東京大学大学院 工学系研究科 社会基盤学専攻 地域／情報研究室ホームページより作成）

鉄道移動の時間距離※の変遷 

１９６５年 １９７５年 １９９５年 

※時間距離：都市間の所要時間を長さで表したもの 

（国土交通省道路局ホームページより作成） 

道路１ｋｍあたりの年間渋滞損失額

・ 首都圏からのアクセスが以前に比べ大きく改善されました。近年では、新幹線等の

高速交通体系の整備も進み、アクセスの利便性が一層高まっています。 

・ 首都圏から同程度の距離にある他地域に比べ、渋滞が少ないため、東北域内の移動

に無駄なコスト、時間がかかりません。 



 3

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

低低低廉廉廉ななな地地地価価価ととと物物物価価価   

住宅地平均価格（平成１７年） 

（都道府県地価調査より作成）

工業用地平均価格（平成１７年）

（都道府県地価調査より作成）

・ 工業用地の地価が全国で最も安価であり、用地取得に掛かるコストを抑えることが

可能です。 

・ 他地域に比べ住宅地の地価や物価が安価なため、生活の基盤を置くのにも適してい

ます。 

全国物価地域差指数（平成１４年） 

（全国平均を１００としたときの指数） 

（全国物価統計調査より作成）
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一人当たり平均月間現金給与総額（平成１７年上半期平均） 

（全国平均２８９，７１７円を１００としたときの指数） 

有効求人倍率（平成１７年１２月） 

（職業安定業務統計より作成）

確確確保保保ががが容容容易易易ででで低低低廉廉廉ななな労労労働働働力力力   

豊豊豊富富富ななな資資資源源源   
取水制限を実施した１級水系（平成１７年度） 

（国土交通省河川局ホームページより作成）

（毎月勤労統計調査地方調査より作成）
 

・ 他地域に比べ労働力に余裕があり、豊富な人材を比較的低い賃金で確保することが

可能です。 

・ 渇水期においても、東北地方では河

川や湖沼からの上水、工業用水等の

取水が制限されることが少なく、安

定した水利用が可能です。 

・ ほたて、かき等の水産品や日本三大

銘木の秋田杉をはじめとする良質

な農林水産資源、天然ゼオライト等

の鉱物資源が多いのも特徴です。 

四国地方整備局：５／２６～９／６ 

中部地方整備局：６／３～９／８ 

九州地方整備局：６／２２～７／１２ 

近畿地方整備局：６／２７～８／２５ 

中国地方整備局：７／１～７／１５ 

夏渇水 

四国地方整備局：１２／１６～１／１６ 

中部地方整備局：１２／２１～３／３ 
冬渇水 

渇水対策本部の設置状況 
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臨臨臨海海海部部部へへへののの立立立地地地のののメメメリリリッッットトト   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

世世世界界界とととつつつななながががるるる航航航路路路   

臨海部と内陸部における陸上輸送コストの比較

（２０フィートコンテナ１本を輸送した場合） 

臨海部工業団地から輸送 

陸送距離：１０ｋｍ（帰り荷は空） 

→２５，０５０円

海外 

（一般貨物自動車運送事業の認可料金より試算） 

港湾 

内陸部 

臨海部 年間１，０００本の 

コンテナを輸送する場合は、

約７，３００万円 

のコスト削減 

内陸部工業団地から輸送 

陸送距離：１００ｋｍ（帰り荷は空） 

→９７，６８０円
臨海部への立地で 

陸上輸送コストを 

約７５％削減 

韓国 

韓国 

韓国 

中国 

北米 

東南アジア 

韓国 

中国 

北米 

東南アジア 

韓国 

中国 

東北地方の外貿定期コンテナ航路（平成１８年３月） 

（ＳＨＩＰＰＩＮＧ ＧＡＺＥＴＴＥより作成）

低低低廉廉廉ななな輸輸輸送送送コココススストトト   

・ 臨海部は港湾を通じて世界各地

とコンテナ航路等で結ばれてお

り、海外諸国を対象にしたビジネ

スの展開や海外から原材料を輸

入する工場等の立地に最適です。

・ 海上輸送を利用する場合、臨海部に立地することにより、港湾までの陸送距離が短

縮され、陸上輸送コストの大幅な削減が可能です。 
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分譲可能面積の構成割合（平成１５年）

広広広いいい用用用地地地ややや道道道路路路   

高高高速速速道道道路路路へへへののの容容容易易易なななアアアクククセセセススス   

工業団地からインターチェンジまでの平均距離（平成１５年） 

 臨海部 内陸部 

最寄りのインタ

ーチェンジまで

の平均距離 

約２５ｋｍ 約５０ｋｍ

 

２倍 

（東北地域工業団地ガイドより作成） 
 

（東北地域工業団地ガイドより作成） 
 
 

・ 臨海部の工業用地は内陸部の工業用地

に比べ、広大な面積を有しています。 

・ 臨海部は貨物輸送のための大型車の交

通量が多いことから、広い幅員を有する

道路が整備されており、内陸部に比べ貨

物輸送を円滑に行うことが可能です。 

・ 臨海部の工業用地の多くは、電気等のラ

イフラインが用地近隣まで整備されて

います。 

・ 臨海部の工業用地の多くは高速道路のイン

ターチェンジに近接しており、陸上輸送にも

便利です。 

・ 今後、臨海部の高速道路の整備が促進される

ことで、貨物輸送がさらに便利になっていき

ます。 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内陸部

臨海部

1ha以下 1～5ha 5～10ha
10～20ha 20ha～

能代 

船川 

大 船 渡 

東北地方における高速道路網（平成１７年）

（東北地方整備局道路部ホームページより作成）

特定重要港湾・重要港湾 

高規格道路（供用） 

高規格道路（未供用） 

地域高規格道路等（供用） 

地域高規格道路等（未供用） 

むつ小川原 

塩 釜 

小 名 浜 
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東北地方の臨海部、内陸部市町村における平均事業所数と平均製造品出荷額（平成１５年） 

豊豊豊富富富なななビビビジジジネネネスススチチチャャャンンンススス   

港港港湾湾湾特特特有有有ののの支支支援援援制制制度度度   

 
平均事業所※数 

平均製造品出荷額 

（億円） 

臨海部市町村 ２３３    ２，０００    

内陸部市町村 ４４    ３４０    

 ※１：従業員数３０人以上の数 

臨海部における施設整備に対する国の支援制度の例 

支援制度名 内容 

港湾機能高度化施設整備事業  

 循環資源取扱支援施設 リサイクルポート（広域的なリサイクル物流ネットワークを形成する拠

点港）において、建屋、ストックヤード等の循環資源取扱施設を整備す

る第三セクターに対し、総事業費の１／３以内を補助 

 小口貨物積替支援施設 貨物の海上輸送と他の輸送モードの接続を行うための貨物の一時保管機

能等を有する施設を整備する第三セクターに対し、総事業費の１／３以

内を補助 

港湾機能総合整備事業［港湾機

能の高度化に資する中核的施

設整備事業］ 

業務ビル等を整備する民間事業者（第三セクター含む）に対し、総事業

費の２／５以内（うちバリアフリー施設については１／２以内）を低利

子にて融資 

特定民間都市開発事業 緑地等の公共施設の整備を伴う業務ビル、荷さばき施設等を整備する民

間事業者（第三セクター含む）に対し、総事業費の１／２以内（公共施

設等整備費（用地費を含む）の範囲内）を低利子にて融資または条件付

きで負担 

上記の他、県、市町村等による港湾利用に対する支援制度のご利用も可能です。 

（工業統計調査より作成） 

 
 

・ 一般の企業立地に対する支援制度に加え、臨海部への立地や施設整備に対して独自

の支援制度のご利用が可能です。 

・ 臨海部には内陸部に比べ多くの事業所が立地し、生産活動が活発なことから、ビジ

ネスチャンスが豊富です。 

・ 臨海部では、内陸部で敬遠されがちなリサイクル資源も取り扱いやすいことなどか

ら、多様なビジネスの展開が可能です。 

（平成１８年６月現在） 



石巻港臨海部への企業立地のお誘い

石巻港周辺の工業用地（宮城県石巻市）石巻港周辺の工業用地（宮城県石巻市）

企業立地への主な支援制度企業立地への主な支援制度

企業が市内に工場等を新増設し、敷地面積の一定規模以上を緑化する場
合、緑化経費の３０％を交付（限度額５００万円）

石巻市緑化推進助成金

企業が県内の工業団地に工場等を新増設する場合、用地取得費の８０％
以内を低利にて融資（限度額２億円／施設整備の内容により４億円）

宮城県
工業立地促進資金

融資制度

企業が県内に工場等を新増設する場合、建物、設備取得費の８０％以内を
低利にて融資（限度額２億円／知事が認めた場合５億円）

宮城県
企業立地資金
貸付制度

企業が市内に工場等を新増設した場合、固定資産税相当額（用地、建物、
設備）を５年間交付

石巻市企業立地助成金

企業が市内の工業専用地域に工場等を新増設した場合、上水道料金の
３０％相当額を５年間交付（限度額年間５００万円）

石巻市上水道料金助成金

企業が県内に工場等を新増設する場合、立地場所や業種、新規雇用者数
に応じ投下固定資産額（建物、設備）の最大５％（最大限度額１０億円）また
は県内に住所を有する新規雇用者が２０人を超える場合、２１人目から１人
あたり１０万円（限度額１，０００万円）を交付

宮城県企業立地奨励金

制度概要実施主体制度

石巻港周辺の主な立地企業石巻港周辺の主な立地企業

【木材、合板】セイホクプライウッド、石巻合板工業 【紙、パルプ】日本製紙 【化学】イメリス ミネラルズ・ジャパン、
東北東ソー化学 【炭素製品】東海カーボン 【飼料】北日本くみあい飼料

③
② ①

石巻港
工業団地

９，３８０～

２１．８①10ha～

８．６②
1ha～

７．０③

－－－0.1ha～

価格帯
（円／ｍ２）

備考
分譲面積
（ｈａ）

土地に関する詳細は、以下のホームページをご覧下さい。
①～③ http://www.pref.miyagi.jp/sanritu/ritchi_guide/e_guide/35_ishinomakikou/index.html

石巻港

石巻港



石巻港へのアクセス石巻港へのアクセス

石巻港のインフラ等石巻港のインフラ等

お問い合わせ先お問い合わせ先

＜企業立地関係＞宮城県産業経済部産業立地推進課

Tel：022-211-2732
E-mail：invest@pref.miyagi.jp
URL：http://www.pref.miyagi.jp/sanritu

＜港湾関係＞宮城県土木部港湾課

Tel：022-211-3211
E-mail：kowan@pref.miyagi.jp
URL：http://www.pref.miyagi.jp/kouwan/

石巻港

東北新幹線

三陸自動車道

東北自動車道

仙台駅

仙
台
空
港

東京～仙台

約１時間４０分

石巻河南ＩＣ

札幌

東京（成田）

福岡

約１時間５分

約５５分

約１時間２５分
約１時間４５分

名古屋（中部国際）

約１時間５分

＜係留施設＞

３９０，２１６野積場

棟、箇所数
面積
（ｍ２ ）

２１０８，９８０貯木場

４７，８６８上屋

１２，０００５－１０
１０，０００２－９

４０，０００２－１３

５，０００

標準的な
係留可能船舶
（重量トン）

３－７．５

備考岸壁数
水深
（ｍ）

＜保管施設＞

石巻市産業部企業立地推進課

Ｔｅｌ：0225-21-2021
E-mail：kigyou@city.ishinomaki.miyagi.jp

＜Ｃ Ｉ Ｑ＞

○○○○○
動物検疫植物防疫検疫入国管理税関

水深７．５ｍ以上の公共岸壁

東京～石巻河南ＩＣ

約４時間３０分

またはバス 約４０分

約１７分アクセス鉄道
（Ｈ１９開業予定）

JR仙石線快速

約１時間 車 約１０分

車 約２０分

石

巻

港

仙台東部道路 仙台空港ＩＣ経由

車 約４５分

ＪＲ石巻臨海貨物線

約３．８ｋｍ

大阪（伊丹）

東京

三陸自動車道

石巻河南IC

ＪＲ

石巻駅

ＪＲ

仙台駅

仙台空港

ＪＲ貨物
石巻駅

石巻駅
ＪＲ仙石線



 8

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
東北港湾協議会 

（事務局： 国土交通省 東北地方整備局 港湾空港部 港湾計画課） 
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